
セキオリジナル再生紙を使用しています。�



株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び

申しあげます。平素は格別のご支援とご愛顧を賜り

厚く御礼申しあげます。

ここに、第５２期（平成１２年４月１日から平成１３年

３月３１日まで）の営業の概況と決算につきまして、

ご報告申しあげます。

平成１３年６月
取締役社長 関 啓 三

顧客志向・時代対応・人間尊重

セキは
情報クリエイティブ企業として
21世紀の情報発信を

サポートしてまいります。

株主の皆様へ

経営方針

�

１ 営業の経過及び成果
当期におけるわが国の経済は、ゼロ金利政策による景気

回復が図られたものの、物価の下落に歯止めがかからず、
３月には政府が「現在の日本経済は緩やかなデフレに
ある」との見解を示しました。米国経済の減速傾向が
明らかになるとともに、企業の設備投資の抑制、個人消費
の低迷が続くデフレ・スパイラルの状況に陥ったとの見解
もあり、景気回復には時間を要するものと思われます。
当社の属する業界におきましても、このような影響を

受け、引き続き需要が低迷し、価格下落を伴う厳しい受注
競争が続きました。
こうした情勢のもと、当社は、経営全般にわたる徹底

した効率化、合理化を推進して業績の確保に努めました。
その結果、当期の業績につきましては、売上高は１０３億

２千５百万円（前期比１．３％減）となりました。利益に
つきましては、営業利益が３億５千３百万円（前期比５０．２
％減）、経常利益が３憶９千４百万円（前期比５０．８％減）、
当期利益が１億３千１百万円（前期比６５．７％減）となり
ました。
また、平成１３年１月には伊予工場に続き、全社（本社、
支店、営業所、本社工場）において、品質保証の国際規格
である「ＩＳＯ９００２」の認証を取得いたしました。

２ 部門別の概況
（１）出版印刷物部門
（売上高 １０億１千６百万円 前期比 ９．５％減）
子会社の株式会社エス・ピー・シーと協力し、平成１２
年３月１８日より約半年間にわたって開催された淡路花博
「ジャパンフローラ２０００」をテーマとした観光ガイド
ブック等の出版物の発刊があったものの、広告宣伝費の
減少や個人消費低迷の影響から出版印刷物の部数減や
発刊時期の変更など、出版印刷物部門の売上高は前期を
下回る結果となりました。

（２）商業印刷物部門
（売上高 ４８億３千７百万円 前期比 ２．０％減）
情報通信関連など一部業種に旺盛な印刷需要が

見られ、販売拡大に努めたものの、広告宣伝費削減の
動きから、印刷需要の低迷や企業間における受注競争の
激化などにより、商業印刷物部門の売上高は前期を
下回る結果となりました。

営業の概況



（３）紙器加工品部門
（売上高 １２億８千９百万円 前期比 ３０．４％減）
個人消費の顕著な回復が見られない中で、ギフト外装
ケースや包装紙の需要が減少し、また、一部得意先での
内製化が進むなどの影響を受けたことに加え、不良債権
発生回避のための得意先選別により、紙器加工品部門の
売上高は前期を下回る結果となりました。

（４）洋紙・板紙販売部門
（売上高 ２７億７千３百万円 前期比 １５．７％増）
用紙価格の値上げ環境の中で、当社の環境配慮型商品
である「セキオリジナル再生紙」の販売拡大に努めた
ほか、情報通信関連向け印刷用紙の販売が増加したこと
などにより、洋紙・板紙販売部門の売上高は前期を
上回る結果となりました。

（５）その他部門
（売上高 ４億１百万円 前期比 １８６．４％増）
当社がサプライヤーとして、オフィス関連用品通信
販売業者へティッシュペーパーやトイレットペーパー
などの商品納入を開始したことなどにより、その他部門
の売上高は前期を上回る結果となりました。

（６）美術館部門
（美術館収入 ７百万円 前期比 ３６．２％減）
今期は、４月中旬から約１ヵ月間特別企画展「加山
又造展－うつりゆく四季－」を開催したほか、常設展
にも工夫を凝らすなど来館者の対応に努めました。
しかしながら、個人消費の低迷による観光客の減少に
加え、観光シーズンである夏場が猛暑であったことも
影響して来館者が減少しました。そのため、美術館部門
の売上高は前期を下回る結果となりました。

３ 設備投資及び資金調達の状況
当期の設備投資の総額は４億４千３百万円（無形固定
資産を含む。）であります。その主なものは、新本社工場
建設のための前渡金および紙器加工用機械設備等であり
ます。
これらの設備資金は、全額自己資金により充当いたし
ました。

４ 会社が対処すべき課題
今後の当社を取り巻く経営環境を展望しますと、政府に

よる経済政策の効果とともに企業業績の改善などにより、
民需主導による景気の自律回復が期待されておりますが、
物価の下落傾向が続いており、個人消費も低迷するなど
デフレ傾向が顕著となり、経営環境は厳しい状況が続く
ものと思われます。
当社の属する業界におきましても、このような影響を

受け、引き続き需要が低迷し、価格下落を伴う厳しい受注
競争が続くものと思われます。また、情報のデジタル化、
ネットワーク化の進展により経営環境が大きく変化する中
これらに対応した事業の質的転換を図ることが重要と
思われます。
このような状況下、当社の対処すべき課題といたし

ましては、営業部門においては引き続き商業印刷を核と
しながら、経済構造の変化に対応し、成長分野への積極的
な進出を図ってまいります。特に、マルチメディア事業に
対して経営資源を重点投入し、インターネットビジネスの
強化に注力してまいります。平成１３年５月に竣工いたし
ました新本社工場では、生産性を重視した設備を増強し、
また、光ファイバーによるＬＡＮシステムを補強した
レイアウトにより、プリプレス部門でのフルデジタル作業
体制の完成を目指してまいります。
また、「ＩＳＯ９００２」認証の全社取得に続き、環境

保全活動を推進する「ＩＳＯ１４００１」の認証取得を
目指します。自然環境に配慮した製品の開発および販売と
ともに、環境に配慮した生産加工の技術力の向上に努める
とともに個人情報保護・セキュリティ環境構築に向けて
の「プライバシーマーク」の認定取得にも全力で取り
組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を
賜りますようお願い申しあげます。

�

《部門別売上高》 （単位：百万円）

�

期 別

部 門

当 期 前 期 前 期 比
（ 増 減 ）金 額 構成比 金 額 構成比

製

品

出版印刷物 １，０１６ ９．８％ １，１２２ １０．７％ △９．５％

商業印刷物 ４，８３７ ４６．９％ ４，９３５ ４７．２％ △２．０％

紙器加工品 １，２８９ １２．５％ １，８５３ １７．７％ △３０．４％

小 計 ７，１４３ ６９．２％ ７，９１２ ７５．６％ △９．７％

商

品

洋紙・板紙 ２，７７３ ２６．８％ ２，３９６ ２２．９％ １５．７％

そ の 他 ４０１ ３．９％ １４０ １．４％ １８６．４％

小 計 ３，１７４ ３０．７％ ２，５３６ ２４．３％ ２５．１％

美 術 館 収 入 ７ ０．１％ １２ ０．１％ △３６．２％

合 計 １０，３２５ １００．０％ １０，４６０ １００．０％ △１．３％



�

業績の推移（単体）

�

９７／３ ９８／３ ９９／３ ００／３ ０１／３
《年度データ》

売 上 高 （千円） １１，５０７，００９ １１，２９５，１５７ １０，４０７，７０７ １０，４６０，９７１ １０，３２５，７６８
営 業 利 益 （千円） ６７２，７２２ ６９０，４０２ ６２６，５２２ ７１０，３２５ ３５３，５５６
経 常 利 益 （千円） ６９８，８８８ ７４６，２４７ ６８６，９０８ ８０１，４７５ ３９４，０４７
当 期 利 益 （千円） ３２８，２９０ ２４９，５０８ ２５８，７７３ ３８３，１５２ １３１，５６９

《期末データ》
総 資 産 （千円） １０，４２８，７６５ １１，５９１，８５０ １１，０６２，７７６ １２，６０５，２３５ １２，５０７，０２６
株 主 資 本 （千円） ７，０６７，４３７ ８，１８５，３１４ ８，４０９，５５１ ９，２７６，７２９ ９，３０６，１５４
発 行 済 株 式 総 数 （株） １，７０４，０００ ４，００８，０００ ４，００８，０００ ４，５０８，０００ ４，５０８，０００

《１株当たり指標》
１株当たり当期利益 （円） １９２．６５ ６７．２４ ６４．５６ ９４．６０ ２９．１９
１株当たり株主資本 （円） ４，１４７．５５ ２，０４２．２４ ２，０９８．１９ ２，０５７．８４ ２，０６４．３６
１株当たり年間配当金 （円） ８ ６ ９ １２ １２

（注）１９９８年３月３１日付をもって１９９８年３月３１日現在の株主名簿に記載された株主の所有株 式を１株につき２株の割合で分割しております。



�

《貸借対照表》

財務状況（単体）

（単位：千円）

�

《貸借対照表》 （単位：千円）

科 目
金 額

当 期
（平成１３年３月３１日現在）

前 期
（平成１２年３月３１日現在）

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

製 品

原 材 料

仕 掛 品

未 収 法 人 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

投 資 等

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

出 資 金

子 会 社 出 資 金

保 険 積 立 金

会 員 権

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

５，６３０，２１３

１，１４５，８１３

１，４２５，６２７

１，７３５，７９２

７５０，７８８

２４６，３６５

５５，０２６

６１，５３５

１８５，２７４

７，１２２

２１，８６２

１６，８３４

△２１，８３０

６，８７６，８１２

４，５９９，１４２

７７５，７５０

１２，１６６

１，４１９，０１０

１０，３５８

９５８，０７２

１，２０７，２８３

２１６，５００

２２，２９５

２，２５５，３７４

１，４６６，６２０

３４，９００

２９１，１２１

３，０００

２４８，２２３

１７４，９２５

１１７，３８７

△８０，８０２

６，７８２，６４７

１，５９３，７５３

１，１４６，８０８

１，７１０，７９５

１，８１０，５９７

２００，７０４

５６，８０４

４５，４０３

１８７，７７１

－

３２，９１５

１７，９８７

△２０，８９５

５，８２２，５８８

４，６３５，０２４

８３３，０１５

１３，５９９

１，６７０，２７５

１３，６７２

９３７，１８９

１，１６７，２７２

－

２９，１３３

１，１５８，４２９

４８０，８３９

２６，８００

２００，４８４

３，０００

２２８，９２９

２００，６９８

９６，１５０

△７８，４７２

資 産 合 計 １２，５０７，０２６ １２，６０５，２３５

科 目
金 額

当 期
（平成１３年３月３１日現在）

前 期
（平成１２年３月３１日現在）

（負債の部）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 固 定 負 債

負 債 合 計

（資本の部）

資 本 金

法定準備金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 利 益 ）

資 本 合 計

２，６５７，５９６

１，２８８，６００

９１２，７７８

１３０，０００

３２，０００

６９，１４２

－

３２，４４８

９２，０９６

２１，５５２

７８，９７７

５４３，２７４

４４，０００

－

１１４，６０４

２２６，０６５

１４８，４８４

１０，１２０

３，２００，８７１

１，２０１，７００

１，５７５，５０４

１，３３３，５００

２４２，００４

６，５２８，９５０

１２５，８７１

３８４，２３１

５，８７０，０００

１４８，８４７

（１３１，５６９）

９，３０６，１５４

２，８１０，００８

９１０，１５７

９１７，８８２

１３０，０００

－

５３，４３９

１８５，０６５

２８，９８９

１０７，２６０

４２０，７６２

５６，４５２

５１８，４９７

－

５８，６１４

－

２３８，０２１

２１１，７４１

１０，１２０

３，３２８，５０５

１，２０１，７００

１，５６４，８００

１，３３３，５００

２３１，３００

６，５１０，２２９

１３０，６６２

３９８，２２４

５，３９０，０００

５９１，３４２

（３８３，１５２）

９，２７６，７２９

負 債 及 び 資 本 合 計 １２，５０７，０２６ １２，６０５，２３５



�

《損益計算書》

《利益処分》

（ ）（ ）

（単位：千円）

（単位：円）

�

※

（平成１３年３月３１日現在）

商 号 セキ株式会社

本 社 〒７９０－８６８６ 愛媛県松山市湊町７丁目７番地１

ホームページ http：／／www. seki. co. jp

e‐ma i l ir@mail. seki. co. jp

設 立 昭和２４年３月３１日

事業内容 印刷物及び紙製品の製造・販売

資 本 金 １，２０１，７００，０００円

従業員数 ３４２名

主要な営業所・工場
本社及び本社工場 愛媛県松山市湊町７丁目７番地１ �０８９－９４５－０１１１
東 京 支 店 東京都港区赤坂９丁目６番２８号 �０３－３４７９－１１４１
名古屋営業所 愛知県名古屋市西区押切１丁目９番６号 �０５２－５３１－１３０１
高 松 営 業 所 香川県高松市番町３丁目３番１７号 �０８７－８３１－１７７７
高 知 営 業 所 高知県高知市神田９６９番地１ �０８８－８３２－０２７４
伊 予 工 場 愛媛県伊予市下三谷２９０番地１ �０８９－９４５－０１１１
セ キ 美 術 館 愛媛県松山市道後喜多町４番４２号 �０８９－９４６－５６７８
※平成１３年４月１日より高松支店として営業しております。

（平成１３年３月３１日現在）

※取締役会長 関 宏 成

※取締役社長 関 啓 三

専務取締役 土 居 尉 二

取締役相談役 関 宏 康

取 締 役 前 田 征 道

取 締 役 和泉元 文 雄

取 締 役 泉 利 幸

取 締 役 松 長 茂

取 締 役 佐 藤 靖 雄

監査役（常勤） 尾 首 充 俊

監 査 役 和 田 彪

監 査 役 宮 田 泰

監 査 役 宮 内 省 三

１．※印は代表取締役であります。
２．監査役のうち、宮田 泰氏及び宮内省三氏は株式会社の監査等に関する商法
の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。

会社の概要

役 員

科 目 当 期
（平成１３年６月２７日）

前 期
（平成１２年６月２８日）

当期未処分利益
任意積立金取崩額
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額（注）１
固定資産圧縮積立金取崩額（注）１

計

１４８，８４７，１３８
４８，０８０，６１４
３５，１０９，８３５
１２，９７０，７７９
１９６，９２７，７５２

５９１，３４２，１６５
４９，４９６，８０４
３５，５０３，３３６
１３，９９３，４６８
６４０，８３８，９６９

これを次のとおり処分いたします。
利 益 処 分 額
株 主 配 当 金
取 締 役 賞 与 金
利 益 準 備 金
特 別 償 却 準 備 金（注）１
別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

１４４，０９６，６７１
２７，０４８，０００
１０，０００，０００
３，８００，０００
３，２４８，６７１
１００，０００，０００
５２，８３１，０８１

５９３，８０８，７０４
５４，０９６，０００
２１，０００，０００
８，０００，０００
３０，７１２，７０４
４８０，０００，０００
４７，０３０，２６５

科 目

金 額
当 期

平成１２年４月１日から
平成１３年３月３１日まで

前 期
平成１１年４月１日から
平成１２年３月３１日まで

経

常

損

益

の

部

営
業
損
益
の
部

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

１０，３２５，７６８

８，３２９，７１８
１，６４２，４９３

１０，４６０，９７１

８，０８６，３６８
１，６６４，２７７

営 業 利 益 ３５３，５５６ ７１０，３２５

営
業
外
損
益
の
部

営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
新 株 発 行 費
株 式 公 開 費 用
有 価 証 券 償 還 損
投資事業組合持分損
雑 損 失

６１，４６４
１７，５４６
４３，９１８

２０，９７３
２，２２２
－
－

７，５０９
９，３６２
１，８７９

１２３，９２８
１６，７８２
１０７，１４５

３２，７７９
１，７３５
２，８８６
２６，４９１

－
－

１，６６６
経 常 利 益 ３９４，０４７ ８０１，４７５

特

別

損

益

の

部

特 別 利 益
貸倒引当金戻入益
退職給与引当金戻入益
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券評価損戻入益

特 別 損 失
過年度退職給与引当金繰入額
過年度退職給付引当金繰入額
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
有価証券強制評価減
会 員 権 評 価 損
貸倒引当金繰入額

３，７４２
４７５
－

３，２６６
－

１４４，７１８
－

５０，６８６
－

１６，９６７
４８，５９０
２５，７７３
２，７００

２０，１９０
－

１３，７４９
５，７２５
７１４

１０１，２１０
４７，０６１

－
５４

１２，８９９
４１，１９４

－
－

税 引 前 当 期 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 利 益
前 期 繰 越 利 益
過 年 度 税 効 果 調 整 額
税効果会計適用に伴う特別償却準備金取崩額
税効果会計適用に伴う固定資産圧縮積立金取崩額
中 間 配 当 金
中間配当に伴う利益準備金積立額
当 期 未 処 分 利 益

２５３，０７１
１７３，７０６
△５２，２０４
１３１，５６９
４７，０３０

－
－
－

２７，０４８
２，７０４
１４８，８４７

７２０，４５５
３７３，３７８
△３６，０７５
３８３，１５２
４４，１７４

△２１４，９０２
９３，６１２
２８５，３０５

－
－

５９１，３４２

（注）１．特別償却準備金積立額及び取崩額並びに固定資産圧縮積立金取崩額は租税
特別措置法に基づくものであります。

２．第５２期の株主配当金につきましては、平成１２年１２月１１日に２７，０４８，０００円
（１株につき６円）の中間配当を実施しております。
３．期別欄の日付は株主総会承認日であります。



�

（平成１３年３月３１日現在）

当社グループは、当社及び連結子会社４社（�エス・ピー・
シー、�こづつみ倶楽部、コープ印刷�、関興産�）で構成
され、印刷関連事業、洋紙・板紙販売関連事業、出版・広告
代理関連事業、カタログ販売関連事業、美術館関連事業を
主な内容とし、事業活動を展開しております。
当連結会計年度の業績につきましては、売上高は１３６億

２千６百万円（前期比１．３％増）となりました。利益につき
ましては、営業利益が５億２千３百万円（前期比４２．６％減）
経常利益が５億５千４百万円（前期比４４．５％減）、当期純
利益が１億９千９百万円（前期比５８．１％減）となりました。

株式の状況

連結決算のあらまし

�

《連結貸借対照表》 （単位：千円）

株 主 名 持 株 数 持株比率

関 宏 成

関 啓 三

有限会社宏栄興産

株式会社伊予銀行

セキ従業員持株会

株式会社愛媛銀行

財団法人関奉仕財団

関 宏 康

森 松 三 子

谷 口 定 子

７７０，４００

５０３，２００

４４０，２００

２２５，０００

１６４，６００

１５５，０００

１４４，０００

１２３，４００

１１９，４００

１１９，４００

１７．０９

１１．１６

９．７６

４．９９

３．６５

３．４４

３．１９

２．７４

２．６５

２．６５

科 目
金 額

科 目
金 額

当連結会計年度
（平成１３年３月３１日現在）

前連結会計年度
（平成１２年３月３１日現在）

当連結会計年度
（平成１３年３月３１日現在）

前連結会計年度
（平成１２年３月３１日現在）

（資産の部）

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰延税金資産

未収法人税等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

６，６３７，５４８

１，７８８，２３９

３，４１８，４９７

８２２，９５９

５８５，９５１

３２，６３５

７，１２２

１３，１９４

△３１，０５１

６，９７８，７９６

４，６６６，２１０

７９６，９１４

１，４３６，０１５

１，００９，４９６

１，２０７，２８３

２１６，５００

４３，６６１

２，２６８，９２４

１，４７７，２０９

２２，１９１

８５０，７６５

△８１，２４２

７，７４１，０６６

２，２３５，８４０

３，０５１，０９３

１，８８３，０５３

５４１，７５１

４３，２４１

－

１１，５０４

△２５，４１６

５，９３５，５５５

４，７１１，４５５

８５７，０６３

１，６８９，９３４

９９７，１８４

１，１６７，２７２

－

４９，６７３

１，１７４，４２６

４８９，７３９

６，７２２

７５７，３１５

△７９，３５２

（負債の部）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

１年以内返済予定長期借入金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

繰延税金負債

退職給与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

そ の 他

負 債 合 計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

資 本 合 計

２，９６２，０６９

２，３４７，４０８

１３０，０００

３２，０００

２８，９８４

１２７，９１９

２９５，７５８

５５１，５１３

４４，０００

１５２，５６５

－

１１８，７６１

２２６，０６５

１０，１２０

３，５１３，５８３

１４６，５０１

１，２０１，７００

１，３３３，５００

７，４２１，０６０

９，９５６，２６０

３，１５４，２２１

２，００５，１６７

１３０，０００

－

２１５，１１１

１４６，０７６

６５７，８６５

５２３，２８６

－

２１４，３９４

６０，７５０

－

２３８，０２１

１０，１２０

３，６７７，５０７

１３１，６５６

１，２０１，７００

１，３３３，５００

７，３３２，２５９

９，８６７，４５９

資 産 合 計 １３，６１６，３４５ １３，６７６，６２２ 負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 １３，６１６，３４５ １３，６７６，６２２

会社が発行する株式の総数 １６，０００，０００株

発行済株式総数 ４，５０８，０００株

株 主 総 数 ４３９名

大 株 主

（株） （％）



�

《連結損益計算書》

（ ）

（単位：千円）

（ ）

�

《連結剰余金計算書》

《連結キャッシュ・フロー計算書》

（ ）

（ ）

（単位：千円）

（単位：千円）

（ ）

（ ）

科 目

金 額

当連結会計年度
平成１２年４月１日から
平成１３年３月３１日まで

前連結会計年度
平成１１年４月１日から
平成１２年３月３１日まで

売 上 高
売 上 原 価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
連 結 調 整 勘 定 償 却 額
物 品 売 却 収 入
保 険 金 収 入
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
新 株 発 行 費
株 式 公 開 費 用
有 価 証 券 償 還 損
売 上 割 引
投 資 事 業 組 合 持 分 損
そ の 他

経 常 利 益
特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
退 職 給 与 引 当 金 戻 入 額
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券評価損戻入益

特 別 損 失
過年度退職給与引当金繰入額
過年度退職給付引当金繰入額
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
有 価 証 券 強 制 評 価 減
会 員 権 評 価 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
当 期 純 利 益

１３，６２６，６７４
１０，６９１，３８８
２，９３５，２８６
２，４１１，４５９
５２３，８２６
５２，２８１
１３，０３７
５，４７２
－
－

６，８０５
８，０３４
１８，９３１
２１，７２５
２，２２２
－
－

７，５０９
１，４５５
９，３６２
１，１７４
５５４，３８２
３，７４２
４７５
－

３，２６６
－

１５１，８７０
－

５０，６８６
－

２４，１１９
４８，５９０
２５，７７３
２，７００
４０６，２５４
２４２，５０１
△５１，２２２
１５，２８２
１９９，６９３

１３，４４７，８９９
１０，１２１，１１６
３，３２６，７８３
２，４１３，４０６
９１３，３７６
１１９，１６１
１２，１０２
４，４１９
４９，３４６
１０，１０８

－
１２，３４２
３０，８４０
３２，７８５
１，７３５
２，８８６
２６，４９１

－
１，６６６
－
６

９９９，７５１
２０，１９０

－
１３，７４９
５，７２５
７１４

１１０，００４
４７，７１１

－
５４

２１，０４４
４１，１９４

－
－

９０９，９３７
４５４，２５２
△３７，０２３
１６，５５９
４７６，１４９

科 目

当連結会計年度
平成１２年４月１日から
平成１３年３月３１日まで

前連結会計年度
平成１１年４月１日から
平成１２年３月３１日まで

金 額 金 額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

過 年 度 税 効 果 調 整 額

計

連 結 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

計

当 期 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

７，３３２，２５９

－

７，３３２，２５９

８１，１４４

２９，７４８

１１０，８９２

１９９，６９３

７，４２１，０６０

７，１２６，１０６

△２０８，１７６

６，９１７，９２９

３６，０７２

２５，７４８

６１，８２０

４７６，１４９

７，３３２，２５９

科 目

当連結会計年度
平成１２年４月１日から
平成１３年３月３１日まで

前連結会計年度
平成１１年４月１日から
平成１２年３月３１日まで

金 額 金 額

� 営業活動によるキャッシュ・フロー

� 投資活動によるキャッシュ・フロー

� 財務活動によるキャッシュ・フロー

� 現金及び現金同等物の増減額

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高

� 現金及び現金同等物期末残高

５３３，４０４

△１，３３８，２６５

△３，５２９

△８０８，３９０

３，００８，９９５

２，２００，６０５

８７６，６９８

△１，０５３，０６２

６９９，６４３

５２３，２７８

２，４８５，７１７

３，００８，９９５

（注）役員賞与は、取締役賞与金であります。



�

業績の推移（連結）

（単位：千円）

�

トピックス

《年度データ》 ００／３ ０１／３

売 上 高 １３，４４７，８９９ １３，６２６，６７４

営 業 利 益 ９１３，３７６ ５２３，８２６

経 常 利 益 ９９９，７５１ ５５４，３８２

当 期 純 利 益 ４７６，１４９ １９９，６９３

ＩＳＯ9002全社認証取得
（平成１３年１月１２日）

伊予工場に続き、全社（本社、支店、営業所、本社工場）において、

品質保証の国際規格である「ＩＳＯ９００２」の認証を取得いたしました。

第1回加山又造展－うつりゆく四季－開催
（平成１２年４月１９日～５月１４日）

日本画革新運動の旗手として、新風を送り続けてきた加山又造氏の

特別企画展を開催いたしました。開催期間中は、４，６００名余りの方々

にご来館いただきました。



�

（機械設備の一部：イメージセッタ）

�

毎年３月末日及び９月末日の最終の株主名簿に記載された
株主様に対して、次のような「セキ美術館」ご招待券並びに
自社製品を贈呈いたします。

１．「セキ美術館」ご招待券
対 象：３月末日及び９月末日の株主様
贈呈時期：３月末日現在の株主様 ６月下旬

：９月末日現在の株主様 １２月下旬

持株数 ご招待券贈呈枚数
１，０００株以上 ２枚
４，０００株以上 ４枚
６，０００株以上 ６枚
８，０００株以上 ８枚
１０，０００株以上 １０枚
＊ご招待券につきましては、常設展入館時のみ有効とさせていた
だきます。

２．自社オリジナルティッシュペーパー １ケース（２０箱）
対 象：３月末日の株主様
贈呈時期：７月上旬

３．自社カレンダー １部
対 象：９月末日の株主様
贈呈時期：１１月下旬

決 算 期 毎年３月３１日
定時株主総会 毎年６月
基 準 日 毎年３月３１日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して
定めた日

株 主 確 定 日 利益配当金 毎年３月３１日
中間配当金 毎年９月３０日

公告掲載新聞 日本経済新聞
１単位の株式の数 １，０００株
証券銘柄コード ７８５７（登録銘柄）
名義書換代理人 住友信託銀行株式会社
同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号

住友信託銀行株式会社 証券代行部
（郵便物送付先） 〒１８３－８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０

住友信託銀行株式会社 証券代行部
（電話照会先） 東京（０４２）３５１－２２１１

大阪（０６）６８３３－４７００
同 取 次 所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

株主ご優待制度

株主メモ

プリプレス設備の更新
プリプレス部門でのフルデジタル作業体制の完成を目指して機械

設備の更新を行いました。

※「イメージセッタ」とはＤＴＰ（印刷用データ編集システム）で制作・編集した
データをレーザー光でフィルムに網点出力する機械設備です。

新本社工場竣工
（平成１２年４月１７日着工・平成１３年５月７日竣工）

当社創業の地に新本社工場を竣工し、業務を開始いたしました。
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